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「Peta menunjukkan sempadan perairan dan pelantar benua Malaysia（マレーシア領
水と大陸棚地図）」を発表した。この地図はマレーシアの南シナ海主張の基と
なっており、後にその詳細を考察する。
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1983 年 6 月、六ヵ月の準備工作の後、20 人のマレーシア海軍兵士はスワロー
礁（弾丸礁）に上陸し、同礁を占領した。（９）マレーシアはまた、1986 年 11
月にMariveles Reef（南海礁）と Ardasier Reef（光星仔礁）を占拠し、1999 年
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　前節が既に言及したように、1979 年、マレーシアは「Peta menunjukkan 



















(From: Director of National Mapping of Malaysia, PETA MENUNJUKKAN SEMPADAN PERAIRAN 
DAN PELANTAR BENUA MALAYSIA,1979, National Library of Australia, Bib ID:1512298)
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Pulau Bata Puteh（21）､islands of Ligitan and Sipadan（22）､Laksamana Reef（司令礁）、
Perahu Reef（柏礁）、Mantanani Reef（南海礁）、Ubi Reef（光星仔礁）、
Semarang Barat Kecil Reef（南通礁）及び他のいくつかの小さい岩礁。（23）
　マレーシアがこれらの島と岩礁を主張する「理由」は、マレーシアの副外
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部分は 48 ～ 66 である。その中の 48 ～ 52 はマレーシアとインドネシアとの
間の大陸棚限界協定（32）と一致している。52 ～ 53 の部分はマレーシアとベト
ナムの海岸線が向かい合っている部分であり、ほぼ両国の間の中間線となっ
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Terumbu Perahu（柏礁）、Terumbu Mantanani（南海礁）、Terumbu Siput（簸箕礁）、
Terumbu Peninjau（榆亞暗沙）、Terumbu Laksamana（司令礁）が位置しており、
線の反対側には、Spratly Island（南威島）、London Reefs（尹庆群礁）、
Cuarteron Reef（華陽礁）、Pearson Reef（畢生礁）、Alison Reef（六門礁）、

















See Malaysia and Socialist Republic of Vietnam, Joint Submission Executive Summary, 2009, 
h t tp : / /www.un.org /Depts / los /c lcs_new/submiss ions_f i les /mysvnm33_09/mys_














































地形にマレー語の名前、即ち Semarang Barat Kecil Reefを付けており、1980 年、
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　その後、第三次海洋法会議で採択された国連海洋法条約（UNCLOS）が発
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マレーシアが 1996 年に UNCLOSを批准したため、UNCLOSの基線と領海に
関する規定に拘束されるようになる。そうなると、1979 年地図で示されたサ
バ州の領海の範囲は部分的に改正する必要があるであろう。
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本的に前述した領海の部分と隣接した 12 カイリとなっており、1960 年に批
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制定された。1984 年の EEZ法第三節第 1小節は EEZの限界を領海基線から
200 カイリと規定し、第 2小節は EEZの画定が他国との協定に適合するよう
に決められるべきと規定した。（54）2006 年の EEZ法修正案は国王が EEZ限界
の地図を発表することに関する第三節第 3小節を削除しただけで、他の変更
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に要求した。
　マレーシアの方は８月 21 日に口上書 HA41/09 を国連事務総長に送った。
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リカの J. Ashley Roachの論文（73）などがそうである。しかし、これらの研究は
確実な根拠を提示できなかった。呉士存の著書はブルネイの領土主張に関す
る一次資料を挙げていないし、主張し出す時点をも説明していない。J. Ashley 
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（75） 　See Kent G & M.J. Valencia(eds), supra note 11, p.171.















ルネイ測量総局が 1987 ～ 1988 年の間に出版した三枚の地図を基にブルネイ









　J. Ashley Roachの推論によると、ブルネイは 1996 年に UNCLOSを批准し
（76） 　R. Haller-Trost, supra note 38, p.38.
（77） 　See Ibid., p. 1. 






















（Cap.138）」の３（２）節に従って製作されたものであり、1954 年６月 30 日
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（81） 　Ibid., p.2.


















　前述三枚の地図の二枚目は、1988 年出版の「Peta Yang Menunjukkan 
Sempadan-Sempadan Pesisir Negara Brunei Darussalam（ブルネイ大陸棚図）」で
（82） 　Attorney General's Chambers, Territorial Waters of Brunei Act, 2002, http://www.agc.gov.bn/
AGC%20Images/LOB/PDF/Cap138.pdf, Accessed on 2019.09.07.
（83） 　See Attorney General's Chambers, NORTH BORNEO (DEFINITION OF BOUNDARIES) 
ORDER IN COUNCIL 1958, 1984, http://www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LAWS/ACT_PDF/
SUP.III.pdf#search=1958%20No%2E1517, Accessed on 2019.09.07.
Attorney General's Chambers, SARAWAK (DEFINITION OF BOUNDARIES) ORDER IN
COUNCIL 1958, 1984, http://www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LAWS/Gazette_PDF/1984/EN/
SUP.IV.pdf#search=1958%20No%2E1518, Accessed on 2019.09.07.


























30 日のブルネイスルターン・国王による宣言「No.S 41 of 1954」である。こ
の宣言は領水と隣接する海底とその下をブルネイに編入すると規定したが、
その範囲を明確に示さなかった。（86）1988 年の「ブルネイ大陸棚図」は初めて
（85） 　R. Haller-Trost, supra note 38, p.4.





図 5　ブルネイの海洋限界（From: R. Haller-Trost, The Brunei-Malaysia Dispute over Territorial 
and Maritime Claim in International Law, Maritime Briefing, Vol. 1, No. 3, International Boundaries 






出の期限を条約発効後 10 年以内に定めたが、2001 年の UNCLOS締約国会議








200 カイリ以内の海洋限界は、既に 1958 年の二つの諮問会命令と 2009 年の
両国間交換公文によって決められた；ブルネイの大陸棚は 200 カイリを超え
（86） 　Attorney General's Chambers, CONTINENTAL SHELF PROCLAMATION 1954, 1984, http://
agc.gov.bn/AGC%20Images/LAWS/Gazette_PDF/1984/EN/SUP.II.pdf, Accessed on 
2019.09.07.
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of Annex II to the United Nations Convention on the Law of the Sea, 2001, https://documents-
dds-ny.un.org/doc/UNDOC/GEN/N01/387/64/PDF/N0138764.pdf, Accessed on 2019.09.07.
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well as the decision contained in SPLOS/72, paragraph (a), https://undocs.org/SPLOS/183, 
Accessed on 2019.09.07.
（89） 　United Nations, Preliminary information* indicative of the outer limits of the continental 
shelf beyond 200 nautical miles, https://www.un.org/Depts/los/clcs_new/commission_
preliminary.htm, 2019.09.07.










　R. Haller-Trost が用いた地図の三枚目は 1988 年 出版の「Peta Yang 













　これらの座標は図５の１～ 10 の点に対応している。その中５～ 10 の線は
（90） 　Brunei Darussalam, Brunei Darussalam's Preliminary Submission concerning the Outer 
Limits of its Continental Shelf, 2009, https://www.un.org/Depts/los/clcs_new/submissions_files/
preliminary/brn2009preliminaryinformation.pdf, Accessed on 2019.09.07.





















規定と反していない。ブルネイは 12 カイリの領海、200 カイリの EEZと 200
カイリを超える大陸棚に対する権利を主張している。その海洋限界画定にお
けるもっとも主要な問題はマレーシアとの間の限界画定であるが、両国は伝
（92） 　Attorney General's Chambers, BRUNEI DARUSSALAM FISHERY LIMITS ACT, 1984, http://
www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LOB/pdf/Chp.130.pdf#search=Brunei%20Fishery%20
Limits, Accessed on 2019.09.07.
（93） 　R. Haller-Trost, supra note 38, p.5.
（94） 　Attorney General's Chambers, Proclamation of an Exclusive Economic Zone, 1994, http://
www.agc.gov.bn/AGC%20Images/LOB/Order/DEF/E/s04.pdf#search=EXCLUSIVE%20
ECONOMIC%20ZONE%20PROCLAMATION, Accessed on 2019.09.07.


















　先ず領土に関して、マレーシアは 1979 年の「Peta menunjukkan sempadan 




域も 12 カイリ、EEZと大陸棚は本土の基線から 200 カイリである。マレー
シアはベトナムと向き合っている海域において 200 カイリを超える大陸棚の
（95） 　中国外交部　「王毅談中方和文柬老三国就南海問題達成的四項共識」　2016 年　
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　ブルネイに関して、これまで多く学者はその領土主張について誤解があっ
たようだが、実際にブルネイが明確に Louisa Reefを領土として主張したこと
はなかった。その海洋主張は概ね UNCLOSの規定と一致している。ブルネイ
の海洋主張の範囲の両側の限界は既にマレーシアと合意に達している。また、
ブルネイは南沙地域の海洋地形が EEZと大陸棚を生じないとの前提で海洋限
界を画定しようとしている点は、マレーシアと同じである。しかし、2009 年
のマレーシアとの交換公文の内容、そしてブルネイと中国との間の交渉の詳
細などの問題は未だ不明である。
　
　マレーシアとブルネイの南シナ海における主張はまだ不明確な点が存在し
ている。このような不明確さは紛争の最終的な解決にとって妨げになるとは
限らない。主張の曖昧な部分は往々にして交渉ないし譲歩する余地が残って
いる。係争国同士がこれらの曖昧な部分において、相対的に低い国内観衆費
用で妥結に辿り着くことも可能であろう。
